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BEPS行動計画 15：租税条約

を改正するための多国間協定の

開発 
 

2014年 9月 20～21日の G20財務大臣・中央銀行総裁会議の開催に向けて、経
済協力開発機構（OECD）は 9月 16日に「税源浸食と利益移転（BEPS）」プ
ロジェクトにおける成果物の第 1弾として 7つの報告書を公表した。OECDは
2015年まで引き続き、BEPSの 15ある行動計画のうちの残りの部分の作業に
取り組む。 G20および OECDは BEPSの各行動計画を通じて、各国の国内税
法、モデル租税条約および移転価格ガイドラインにおける国際課税原則の変更

を提案することによって、より包括的で結合力のある国際課税の枠組みを構築
しようとしている。今回公表された 7つの報告書における提案は各当事者が同
意したものではあるが、最終化されたものではなく、2015年における BEPSプ
ロジェクトの作業と決定の影響を受ける可能性がある。 

 

成果物の第 1弾の一つとして、OECDは「租税条約を改正するための多国間協
定の開発」をタイトルとする、行動計画 15に関する報告書を公表した。 

 

 

コメント 

 

報告書では、多国間協定は法的、実務的に実現可能であり、BEPSプロジェク
トにおける租税条約関連の成果を実施するためのもっとも効果的な方法である
としている。その実施の過程においては、租税条約の下での国家主権の維持、

透明性と明確性の確保、その他の多国間条約（例えば欧州連合条約）における
義務との両立性といった技術的な問題は避けられない。 

 

多国間紛争解決手続き（多国間相互協議手続き）は、合理的な期間内に紛争を
解決するよう税務当局を拘束できれば、企業にとって歓迎されるものとなる。 

 

 

OECDの提案 

 

OECDは、BEPSプロジェクトの提案に基づき、3,000を超える既存の租税条約
（細部において多々異なる）を改正するには、莫大な時間とリソースを要する
と認識している。 

 

報告書は多国間協定の開発の利点、実現可能性および税務と国際公法上の問題

について分析したものであり、多国間協定を開発することにより、現行の租税
条約の再交渉を同時に行うのと同様の効果を得られるだろうとしている。報告
書は、多国間協定は望ましく、かつ実現可能なものであり、協定を実施するた
めの指令ができるだけ早く与えられなければならないと結論付けている。 
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報告書によれば、多国間協定と既存の租税条約は併存することになる。報告書は、両者が併存するという案は、多国
間協定が租税条約に取って代わる案（主権と現行の租税条約に関する問題が残る）や既存の租税条約を直接改正する
案（煩雑すぎると考えられる）といったその他の案よりも優れているとしている。租税条約における二国間協定の特
性を保つアプローチは、主として以下のような利点を有する。(i) 多国間協定が標的を定めたものとなる。(ii) 既存の租
税条約を同時改正することができる。(iii) BEPSの濫用を速やかに制限し、政府が既存の租税条約に違反することな
く、国際租税政策の目標を達成することを可能にする。 

 

多国間協定は、双方居住者、透明な事業体（ハイブリッド）および第三国の恒久的施設（PE）が関わる“三角事案”
（triangular cases）による条約の濫用への対応など、多くの面において有用性を持つだろうと報告書は述べている。
また、PEの定義の変更にあたっては、各国における現行の実務を考慮した柔軟性を持たせることが必要になるが、一
方で、結果の一貫性と一致性を確保するための境界を置くことも必要であるとしている。租税条約に係るその他の改
正についても類似の問題が生じる。  

 

報告書は、複数の国に跨る税務紛争を同時に解決するために、多国間相互協議に関する条項を多国間協定に取り入れ

ることも検討できると述べている。多国間相互協議は、特に複雑な移転価格問題を解決する上で役に立ち、例えば無
形資産が関わる案件に利益分割法を用いるケースが増加すれば、より重要性を持つようになるだろう。さらに、報告
書は、多国間協定は CbC（Country by Country）レポートの情報共有と支払利子控除の配分における機密保持上の問題
を解決するための助けにもなるだろうとしている。 

 

報告書の重要なテーマの一つは各国の課税自主権を尊重するということであり、関連の改正はそれに同意した国に対
してのみ拘束力を有する。報告書の添付には、国際法のその他の分野における導入の成功事例を参考とした、多国間

協定の開発に使用できるメカニズムが提示されている。 

 

スケジュール 

 

報告書は、多国間協定について、OECD、G20およびその他の利害関係のある国を交えた国際会議を通じて交渉しな
ければならないと結論付けた。会議の目的は、租税条約に関する BEPSの成果を実施すること、および今後における

モデル租税条約の改正を実施するためのメカニズムを提案することである。租税条約に基づく BEPS行動は、多国間
協定の主な内容が最終化される前に完了する必要があるとされているが、報告書は、2015年の初めに国際会議が関連
の作業を開始することを提案している。 
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